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概要：新学習指導要領では，情報活用能力の育成や，それに必要な環境の整備が重視されているが，

ICT環境の維持と活用には一定の作業負担が必要となる。中教審は「チーム学校」という考え方で，教

員が本来の業務に十分注力するために，学校外部の専門スタッフを導入すべきと提唱し，その一つに

ICT支援員を挙げた。しかし，未だ導入が不十分な現状から，ICT支援員の育成・確保が課題としてい

る。この課題を受け，文部科学省は二年間にわたって「ICT支援員の育成・確保のための調査研究」事

業を実施した。本発表は，この事業を受託した担当委員会および調査部門が，上記課題に関する知見を

もとにまとめたものである。 
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１ はじめに 

新学習指導要領では，情報活用能力が言語能

力と並んで「全ての学習の基盤となる資質・能

力」とされ，その着実な育成が求められている。

また，同「総則編」でも「各学校において，コ

ンピュータや情報通信ネットワークなどの情報

手段及びこれらを日常的・効果的に活用するた

めに必要な環境を整えるとともに，各教科等に

おいてこれらを適切に活用した学習活動の充実

を図ることが重要(1)」と，環境整備に踏み込ん

だ言及がされている。 

一方，ICT を活用した授業を日々実践してい

くには，授業中の操作だけでなく，より良い活

用のために試行錯誤しながら授業の準備をする

業務負荷も増加する。さらに，大量の機器の充

電やオンライン更新といった日常的な保守作業

も必要となり，ICT 利用に伴う様々な業務の作

業負荷は増大している。 

2013 年に実施された国際的な教員指導環境

調査(TALIS)では，日本の教員の勤務時間が

OECD 各国に比べて突出して長く，一方で授業

時間は平均以下であることが問題となった(2)。

このような状況を受け，2015 年に中教審から

「チームとしての学校の在り方と今後の改善方

策について」という答申(3)が出された。これに

よると，新たな時代に対応した教育を行うため

には，これまでのように過度に教員に頼るので

はなく，多様な専門スタッフと連携・分担する

体制を構築しなければならないとされている。

そのような専門スタッフの一つが ICT 支援員

であり，一定の資質・能力を備えた ICT 支援員

の育成と確保が今後の課題とされた。 

本論文は，このような課題に応えて文部科学

省が 2016 年度・2017 年度に ICT 支援員の育

成・確保に関して行った調査研究に基づくもの

である。 

 

２ ICT支援員育成に関する調査 

（１）業務分析とスキル標準の開発 

プロジェクト方針として，1 年目の 2016 年

度はスキル標準を定めることを目標とし，その

方法として，ICT 支援員を導入している自治体

や学校にヒアリング調査を行った。ICT 支援員

が担当すべき業務やそこで必要なスキルについ

て，教員との適切な役割分担も含め，多くの知

見を有することが期待されたためである。 



具体的には，16 自治体を対象に調査を行い，

以下のように，(1)授業支援，(2)校務支援，(3)校

内研修，(4)環境整備という４種の業務分野で

ICT 支援員が行うべき 28 の業務を分析するこ

とができた（表 1）。 

表 1 ICT 支援員の業務 

 

この 28 の業務分類に基づき，ICT 支援員に

必要なスキルを分析し，その標準を開発した。

その際，ICT 支援員の業務について，学校へ ICT

環境が整備された導入期の役割と，導入から 2

年程度が経過した普及期の役割とが異なるとい

う点に着目し，スキルの体系化を行った。たと

えば，表 1 の「授業支援」の業務の一つである

「ICT 機器の準備」に関しては，導入期におけ

る ICT 支援員の役割は「機器等の準備・片付け

を支援する」であるのに対して，業務が一巡し

た普及期における役割としては「適切な管理・

運用方法について，マニュアル等を整備し周知

する」といった違いを設けている。 

また，単に作業を分担するレベルの支援スキ

ルを「基本的スキル」，ICT 利活用に関する企画

立案や文書作成など，より高度なレベルでのス

キルを「応用的スキル」としてスキル標準の網

羅性を高めた。 

 

（２）標準的育成プログラムの開発 

2017 年度事業では，前年度の調査で整理され

たスキル標準に基づき，一定の資質・能力を持

つ ICT 支援員を育成するための標準的な育成

プログラムを開発することを目標とした。この

調査でも，実態に即した知見を得る為に「現場」

を調査対象として採用した。ただし，前年度の

調査対象が「支援業務の現場」である自治体や

学校であったのに対して，この調査の対象は「支

援員育成の現場」でなければならない。その最

適な対象として選択したのは，実際に ICT 支援

員を全国の自治体・学校に派遣してきた，実績

豊富な事業者の ICT 支援員育成研修の場であ

る。その理由は，個々の自治体の個別事情に依

存せず，長年にわたって様々の環境に関わる要

員育成を行ってきているため，標準的な育成プ

ログラムを検討する材料として最適と判断でき

るからである。 

具体的には，全国的に ICT 支援員派遣事業を

行っている 6 社の事業者に取材し，ICT 支援員

育成の実態を以下のような手順で調査した。 

①各社の研修コース内容の調査 

各事業者から，一般的な支援員育成の研修コ

ースの情報を提供してもらい，タイムテーブル

や研修内容について，ヒアリングすることで８

件程度の育成コースの詳細情報が得られた。 

各事業者の育成過程を分析した結果，いずれ

の社でも，前年度に分析した各業務に対応する

スキルに加えて，いかなる業務を行う上でも前

提として持っていなければならない共通的なス

キルの研修が数多く存在した（表 2）。このよう

なスキルを「基盤的スキル」と呼ぶこととした。 

種類 業務

授業計画の作成支援

教材作成

ICT機器の準備

ICT機器のメンテナンス

操作支援

学校行事等の支援

障害トラブル対応

ICT機器の片付け

ICT機器活用事例の作成

ICT機器の利活用状況把握

学籍管理の操作支援

出欠席管理の操作支援

成績管理の操作支援

通知表・指導要録作成の操作支援

時数管理､施設管理､服務管理の操作支援

教職員間の情報共有の操作支援

家庭や地域への情報発信の操作支援

日常的メンテナンス

障害トラブル対応

年次更新

ソフトウェア更新

運用ルール作成支援

セキュリティポリシーの策定

ICT機器整備計画の策定

校内研修の企画支援

校内研修の準備

校内研修の実施

校内研修の実施支援

授
業
支
援

校
務
支
援

環
境
整
備

校
内
研
修



表 2 基盤的スキルの一覧 

 

この中には，ICT 支援員間や会社との情報共

有（報告書の書き方，QA や相談のための Web

ツールの使い方等）など，組織的な業務スキル

が非常に重要な項目として含まれており，かな

りの時間がその教育に充てられていた。 

また実践的な育成研修を分析した結果，業務

とスキルの関係，スキルと育成研修の関係は，

下表 3 のように整理された。特に「環境整備」

の業務に関わるスキルの育成は，「基盤的スキル」

の研修の延長で知識・技術を深めることによっ

て育成されていることが明らかになり，研修の

分類としては，「基盤的研修」「授業支援研修」

「校務支援研修」「校内研修に関わる研修」の４

分類とすることが適切と判断した。 

 

②標準研修項目の抽出 

各事業者が行っている研修単位（講義・実習

などの実施単位）の構成は，事業者ごとにかな

り異なっているため，その実施内容を分析し，

構成要素となっている 66 の研修項目（標準研

修項目）を抽出した（表 4）。 

表 4 研修分類ごとの標準研修項目数 

 

③標準的育成プログラムの構成 

各事業者の育成コースを元に，それがどのよ

うな標準研修項目を含み，どの内容についてど

の程度の時間をかけているのか，等がわかるよ

うに整理を行った。必要な標準研修項目が網羅

されていることを確認し，それを標準的育成プ

ログラムとした。 

以上の①から③の手順により，標準的な ICT

支援員の育成は，3 日から 10 日程度の時間で行

われていることが明らかになった。 

 

（３）育成の対象となる人材像 

全国的な ICT 支援員の事業者であっても，通

常は導入自治体周辺に生活する人を ICT 支援

員として採用し派遣している。各地で安定的に

ICT 支援員を供給する上で，採用の段階でどの

程度，経験や知識・技能などを前提的な条件に

しているのかについても調査を行った。 

 

具体的には，採用の際に，応募者に対して表

5 に示すような各種の条件をどの程度前提とし

て要求しているかを各事業者に回答してもらっ

た。表 5 では教員や ICT 関連の業務の経験や資

格など（①から⑦）が，他の一般的な社会人基

礎力など（⑧から⑪）と並べて問われており，

それぞれについて ICT 支援員が保持すること

を期待するか，0～3 の 4 段階の尺度で数値化し

た。その結果，以下図 1 のような採用側の評価

の実態がわかった。これによると，資格や実務

経験などの条件は，一般的な社会人基礎力的な

条件に比べて，特に重要な採用条件として評価

されてはいないことが明らかになった（表 6）。 

(1) ICT支援員の業務についての理解

(2) 導入機器・ソフトに関するスキル

(3) 教育の情報化の理解

(4) ネットワークの概要の理解

(5) 障害の切り分けのスキル

(6) 文書作成のスキル

(7) セキュリティポリシーに関する理解

(8) コンプライアンスの理解

(9) コミュニケーションのスキル

スキル種別

研修の分類
標準研修

項目数

基盤的研修 27

授業支援研修 19

校務支援研修 9

校内研修に関わる研修 11

合計 66

表 3 業務－スキル－研修の分類の対応 

 

表 5 採用時の評価に関する調査項目 

① 学校教育関係（教員・職員・支援員等）の実務経験

② 学校教育関係の学歴・資格

③ ITパスポート・情報処理技術者等の資格

④ ICT関連の実務経験

⑤ OAソフトやPC操作の資格

⑥ OAソフトやPC操作の基本技能

⑦ その他の実務経験

⑧ 社会人としての常識的・基本的な言動

⑨ 他人の意図を汲み、誠実・率直なコミュニケーション

⑩ 他人に好印象を与える魅力

⑪ ICT支援員という職業への強い意欲

採用時の評価条件



 

 

 

４ 考察 

ICT 支援員の育成は，応募者の特別な資格や

経歴を前提とせず，一般的な成人を対象に 3～

10 日程度の短期間で行われている。このような

短期間での育成が可能なのは，派遣事業者が組

織として ICT 支援員の活動をバックアップし

ているためと考えられる。また，短期間で育成

できるからこそ，安定的に人材を確保し，欠員

が発生した場合にも柔軟に対応することができ

ている。 

一般に，自治体が独自に ICT 支援員を育成・

確保する際には，休職・退職教員や教員養成大

学の学生などの地域人材活用が期待されること

もあるが，安定的な確保は困難な場合が多い。

資格や実務経験などの個人の特性に頼りすぎる

ことなく，ICT 支援員の活動をバックアップす

る組織体制を整えることが，非常に重要である。 

 

５ 今後の課題 

日本教育情報化振興会による全国の学校・教

育委員会に対する最新の調査(4)では，8 割以上

の学校が ICT 支援員を配置すべきと考えてい

る（図 2 左）。これに対して，「学校からの相談・

支援要請などに備えて教育センターで少人数の

ICT 支援員が待機している」といった小規模な

形態を含めても，何らかの形で ICT 支援員が配

置されていると回答した学校は全体の４割程度

にとどまっている（図 2 右）。 

 

 

また，自治体に対する調査結果でも，何らか

の形で ICT 支援員を配置しているのは全体の 4

割弱程度にとどまっている。（図 3） 

 

2015 年の「チーム学校」答申では，ICT 支援

員の育成確保が課題とされた。しかし，支援員

の導入を進めるには，それだけでなく，支援員

の必要性の認識を自治体財政部門を始め社会全

体に広く定着させていくことが重要な課題であ

る。 
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図 1 各条件の評価状況 

表 6 評価条件の種別での重視の度合いの比較 
図 2  ICT 支援員の必要性と整備状況(学校） 

図 3 自治体単位での ICT 支援員整備状況 


